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東日本大震災の被災地である石巻市では，仮設住宅団地支援の活動の展開において，行政だけでは資

源・情報の不足により対処が難しく，住民に接して活動するNPOの情報交換や協働を通じて支援方針を調

整しており，地域ごとの状況の違いを反映しながら，支援活動を規定する上位の方針がNPO間で協議され

て形成されている．本研究は，仮設住宅団地における自治体設立促進や支援ガイドラインの策定，社会福

祉協議会との連携などの支援方針が形成される過程に着目し，局地的な情報に基づいて問題解決をする

NPOの協議によって，共有可能な支援方針が協議・形成され，実際の問題解決に寄与する過程を明らかに

する．NPO・自治会がネットワークを形成して情報共有・協働している状況を，社会環境の変化に適応す

るプロセスと捉え，インタビュー調査によって活動フェーズごとの活動状況と方針の協議について情報収

集し，復興支援の方針形成におけるアクターの役割の違いなどを分析した． 

 

     Key Words : Disaster recovery, policy formation, temporary houses, NPO, social network, Ishinomaki 

 

 

1. 背景 

(1) コミュニティの適応プロセスにおける制度構築の重

要性と社会関係資本の影響 

近年，社会的リスクへの脆弱コミュニティの適応プロ

セスが重要1)
1)と考えられており，不確実性の高いハザ

ード（地球温暖化・災害・貧困・テロなど）に対しては，

事前の問題の予防，計画・命令だけで対処できず，コミ

ュニティ・組織間連携・調整が必要である2) 3)．コミュニ

ティの連携や調整などの復興力に関して組織能力や制度

構築が不可欠4)であるが，事前事後に形成される情報・

資源の経路としての社会関係資本・社会ネットワークが

それらに影響している．災害復興過程では，政府による

事前の予防や計画，事後の命令・制御だけでなく，復旧

の過程で立ち上げる制度形成について，組織やネットワ

ークといった社会関係資本の機能が環境に適応する過程

として分析することは重要な課題である． 

災害復興過程における組織形成などの社会関係資本の

効果の重要性が指摘されている5)．また，従前の個人ネ

ットワーク・地域愛着は 緊急対応・非公式の支援行動

に影響6) 7)し，発災後のNGO・住民間のネットワーク構

築は，支援活動の効率・公平化を支える8) 9)．さらに，

NGOやコミュニティによる復興力の向上の重要性10) 11) 12)

や，NGOネットワークにおける中心性の高い組織の貢

献も指摘13) 14) 15)され，仮設住宅コミュニティ支援におけ

る重要性が指摘されている16)．しかし，被災後の復興の

制度形成におけるネットワークの形成・変化の要因や全

体構造におけるアクターの貢献は明らかにされていない． 

 

(2) 東日本大震災・石巻のNGOによる仮設住宅支援 

宮城県第二の都市で平野部に位置する石巻市は15万人

の人口を擁し，東日本大震災において，3,000人強の死

者と漁業・加工業への甚大・広範な被害を受け，その復

興は非常に重要な課題となっている．甚大な被害を受け

た被災地では，状況の把握に必要な能力は行政の資源だ

けではまかなえず，非営利組織や企業の活力を利用する

必要がある．また，NPOも単体では全体状況を把握でき

ないため，NPO個々の活動地域や活動内容に焦点を絞っ

て情報収集・問題把握・解決をおこない，協議を通して

全体の方針や地域の特殊性を理解し，地域ごとの状況の

違いを反映しながら，支援活動を規定する上位の方針が
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NPO間で協議されて形成されている．石巻市では，

NGOの仮設住宅支援の活動の展開において，対象とな

る自治会との情報交換やNGOの協働を通じて活動を調

整している．地域ごとの活動の違いを巡っては，支援活

動を規定する上位の方針や合意がNGO間で公式・非公

式に交わされて形成されており，こうした方針自体がネ

ットワークの形成にも影響していると考えられる．復興

過程では，避難所，仮設住宅，公営住宅と環境が変わる

たびに，自治体との公式な関係の整備，NGOとの日常

的な協力，コミュニティ形成のインセンティブに変化が

ある．こうした過程での意思決定や態度形成は，地域住

民・行政と団体の関わり，組織間の関係性などの社会構

造に影響される．特に，137仮設住宅団地に避難してい

る7,000世帯以上の被災者の支援に当たっては，各地で

活動するNPOの物資提供やコミュニティ形成支援の貢献

が大きいと考えられる．これらのNPOの活動について，

情報交換や協働などの組織間連携は多様であるが，それ

らの連関性によって独自の活動が維持されるとともに，

全体の方針が履行されている仕組みを分析することは重

要である．互いに相互作用しあう，方針の普及とネット

ワークの形成過程は，復興の方向性や潜在能力を決定づ

ける．そのため，NGO・自治会の形成するネットワー

クの動的特性や，制度形成におけるアクターの役割の変

化を分析することが必要である． 

 

 

2. 目的・研究手法 

(1) 本研究の目的 

本研究では，支援方針が形成される過程に着目し，局

地的な情報に基づいて問題解決をするNPOの協議によっ

て，共有可能な支援方針が協議・形成され，実際の問題

解決に寄与する過程を明らかにする．特に，NPO間の情

報交換や協働などの多様な社会関係・社会ネットワーク

が，それぞれ支援フェーズごとに支援方針形成に果たし

た役割を明らかにする．ここで制度形成とは，明文化さ

れた法制度・可視化された組織体系のみならず，行動を

規定・持続する不可視な仕組み（文化・規範・信念・価

値）も含む．石巻の災害復興過程においては，トレード

オフ・問題解決の指針として共有されているもので，具

体的には，他の団体や行政との協調・団体独自の方針の

維持，自立の促進・依存の許容，などの普及と形成に着

目する．社会ネットワークは情報交換関係，および協働

関係を，フェーズごとに分析する．そして，フェーズご

との社会システムの発展や構造の変化についての分析社

会学的に着目17)し，こうした社会ネットワークや制度・

文化が相互作用して維持・進化18) 19) 20)していく過程とし

て分析することで，文化や慣習を踏まえたうえで，

NGO・自治会の自律的な活動を助長する情報収集・意

思決定のシステムの構築21)について示唆を得る． 

 

(2) 研究手法 

仮設住宅支援に関して石巻市全体の団体で共有されて

いる方針を制度として捉え，その形成過程において，

個々の団体の活動内容や方針決定，団体間の情報交換や

協働がどのように影響してきたかを，復興フェーズの変

化も考慮に入れて動的に分析する．インタビュー調査

（2011年12月，2013年1月，3月に実施：支援団体7団

体・行政など）では，全体の方針に関する認識や，団体

の活動内容，団体間の情報交換や協働およびそれらに対

する認識を聞き取った．また，仮設住宅支援の団体間の

連絡会である「仮設住宅サロン支援連絡会」（毎週開

催）の議事録22)を参考に，石巻市における支援方針の形

成過程ついて分析した．NGOによる支援や自治会活動

の発展過程について，特に支援活動開始から自治会連合

設立まで（2012年6月～12月）のフェーズごとに記述す

る．そのうえで，支援活動に影響する資源提供，情報交

換や協働といった，NGOおよび自治体間の社会関係に

ついて，社会ネットワーク分析も用いて整理する． 

 

(3) 制度についての分析 

本研究における制度とは，明文化された法制度・可視

化された組織体系のみならず，行動を規定・持続する不

可視な仕組み（文化・規範・信念・価値・方針）として

定義する．これらは協議コストの低い効率的な対処策・

モラルハザードの経験的な予防になっており，ローカル

な環境を反映しており，社会構造による制約や影響を受

けている． 

石巻の災害復興過程においては問題解決の指針として

共有および選択されている公式・非公式な規範である．

例えば，他の団体や行政との協調あるいは団体独自の方

針の維持，自立の促進あるいは依存の許容といったもの

である．具体的な活動としては，分野特化の活動や団体

間での情報共有，相談の機会などは協調の方針に影響さ

れ，また，自立促進や依存の許容は，住民による自治の

促進である自治会設立促進や物資無償提供，住民活動の

権限移譲などである． 

 

 

3. 石巻市の仮設住宅支援におけるNGOの情報交換 

(1) NGO活動全体の影響 

石巻市は15万人の地方都市であるが，3,000人強の死者

と漁業・加工業への甚大・広範な被害を受けた．今年9
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月現在でおよそ7,000世帯が仮設住宅に避難している．

NGOは震災前の受け入れ協定に基づいて連絡会を設置，

社会福祉協議会と連携して災害ボランティアセンターを

運営してきた．また，復興支援協議会が分科会を設置し

て，分野ごとの支援活動の連携を図り，「石巻モデル」

と言われる支援の調整のプラットフォームが構築された
23)． 

災害緊急対応や復興にあたっても，地方自治体だけで

は資源や情報が不足し，最適な対応が難しい状況で，大

きな方針は市が決定するものの，ニーズや人員配分など

地域ごとの状況は，市や社協のみ，あるいはNGO単体

では把握できず，NGOと住民のローカルな関わりを通

して情報収集され，ネットワークで共有されて決定され

た．NGOも全体の最適化・意思決定を図る資源はなく，

また特定の地区と密接な関係を構築しながら，問題点を

掘り起こしていき，円滑に活動を進めるのを主眼に置い

ており，関係の密度・持続・集中が信頼ある活動に重要

であった．従って，団体個々の当初の情報交換・方針決

定は極めて局所的なものであったが，NGO同士の情報

交換や連絡会での報告で全体に共有され，市全体の方針

の形成に影響するため，ネットワーク構造に依拠してい

ると考えられる．  

仮設住宅の問題は，居住環境・孤独死などがあるが，

阪神大震災の経験も踏まえ，自治体設立やコミュニティ

形成支援で対処する方針が取られた24) 25) 26) 27)．本研究で

も，コミュニティ形成や自治会設立に関する支援や，団

体間の調整に着目した．自治会設立の推進，仮設住宅間

での支援の偏りの是正，社会福祉協議会との連携などの

課題や，組織間調整（活動予定共有・ガイドライン策

定）に関する取り組みや主張を対象とした．こうした方

針は，行政が認識する前に特定のNPOが問題解決をする

過程で，課題が共有されて，多様な解決策が普及してい

くことにより共有されている． 

以下，石巻の全体の支援活動の変遷をまとめた（表

1）．石巻市では発災直後から仮設住宅への入居が始ま

ったが，市が運営管理室を設置し，8月になってNGOの

仮設住宅支援が正式に許可された．それまでは，避難所

や地域の支援でのローカルで密な社会関係での情報に基

づいてNGOは活動を進めていたが，仮設サロンの支援

連絡会が毎週開催されると，地域の支援の偏りについて

の共有や，コミュニティ形成の活動事例報告が行われ，

関連する地域・分野の情報が入ってくるようになった．     

また，住民とNGOの間で自治会の重要性についての

認識の差異がある地区が報告されたり，集落ごと移転し

て慣習的な連絡・意思決定体系がある郊外団地に比べて，

多様な人が集まる市街地でのコミュニティ形成が難しい

ことなどが共有された．さらに，物資の無償提供につい

ての方針も様々であったが，市の地元経済への配慮や，

自立に向けて，無償提供を停止する決定も共有された．

12月には，複数のNGOが継続して支援していた団地の

自治会設立をきっかけに，近隣の仮設住宅自治会での勉

強会が行われ，その後仮設住宅自治会連合へと発展，自

治会設立のノウハウや問題の共有に影響を持つようにな

った．2012年に入って仮設住宅支援カルテが作成された

り，運動会が実施されるなど，地域支援を超えた情報交

換・交流が行われるようになった．現在までに，NGO

連絡会は50回，自治会連合ミーティングは9回開催され

ている． 

 

表-1 石巻の全体の仮設住宅支援活動の変遷 

  

 

このように，石巻市の方針決定に加え，NGOがロー

カルにおける密な活動と情報収集を行い，フェーズごと

に変化するネットワークを通じて支援活動を調整するこ

とが重要であった．NGOのネットワークを通した活動

調整が重要であることは明らかだが，全体の最適化を図

る資源がないNGOが，特定の地区との密接な関係を構

築しながら問題点を把握，円滑かつ持続的な活動を行う

中で，ローカルな情報を収集し，それを全体に共有して

いるというプロセスがみられた．従って，フェーズごと

に地域や分野の連携が広がっていく環境変化に応じて，

自己組織的に形成されるネットワーク構造の評価をする

ことが，システム構築に関する適切な知見を得るために

重要である． 

石巻市の仮設住宅支援を取り巻く制度は，NGO・自

治会の適応的な活動・情報伝達によって自己組織・階層

進化的に形成（メゾ）されており，甚大な被害を受けた

石巻市全体および市街地や集落など地区の社会環境に適

応（マクロ），かつ個々の自治会での問題対処に寄与

（ミクロ）していると考えられる．従って，全体の状況

を踏まえて，NGOの方針形成を分析するとともに，

個々の地区の問題解決との連関も整合的である必要があ



 

 

 

 

4 

る．次章では，個別の支援活動と支援方針の形成につい

て考察する． 

 

(2) 個別の活動の展開と方針形成 

NGOによる仮設住宅団地の支援状況の概要をまとめ

た（図1）．これら個別の支援については，協議会の仮

設サロン支援連絡会で2011年11月初めて情報が共有され

た．石巻市街地では複数の大きな団体が横断的に支援を

している地区もあるが，被災規模が大きいため継続的な

支援ができず，単発の物資支援・イベントが乱立してい

る団地もある．雄勝・牡鹿といった半島の遠隔地では，

特定のひとつの団体が集中的に支援を行っている．北上

川の遡上氾濫の被害を受けた河北地域では，石巻市街地

とは別の複数の団体が継続的に支援している． 

市街地と郊外では，団地自体の入居形態も異なってお

り，支援の進捗も差がみられる．浦が被害を受けて集落

ごと移転した団地では，旧来の人間関係や情報共有・意

思決定の体系を維持しており，一般的にコミュニティ活

動も盛んである一方で，市街地は様々な地域からの入居

者がいるため，まず人間関係の構築が難しく，コミュニ

ティ活動や自治会設立さえも困難があるという指摘もあ

った．このように，NGOと各団地のローカルな関わり

は，団地の特徴や，NGOの活動方針・資源に応じて，

それぞれ異なっている． 

例えば，渡波地区を支援する団体は，避難所支援から

の継続で同地区を支援している．一方で万石浦など周辺

地区でカーシェアリング協会が促進した自治会連合結成

には関与していない．また，河南地区の支援を行ってい

る団体は，集会場の鍵の貸出について市と協議し，実現

させた．他団体と協議することはなかったが，その成果

が報告されることによってほかの地区でも集会場の利用

が進んだ．最近，この団体は渡波地区を支援する団体と

共同でコミュニティ形成のための住民向けのお茶会を開

催した．これは，ボランティアなどの人員不足を補う目

的ではなく，マンネリ化した活動の見直しのきっかけと

するためと捉えている． 

このように，人的資源を投入できた時期は，かえって

そのやりくりのために団体間で人員提供などの協働が行

われていたが，現在は，活動の縮小に伴って，より効果

的な支援を創出するためのきっかけづくりとして，団体

間の連携が行われるようになった．団体県の連携が，活

動に関する資源の調整から，活動の多様性を創出するた

めの環境づくりとしての議論に転換していったことも，

同様の論理が働いている． 

 

 

図-1 NGO支援活動の全体図 

 

図2はNGO21団体と，仮設住宅138団地の具体的なネッ

トワークで抽出したものであり，支援が広範なNGOも

ある一方，支援が重複する地区や，ひとつの団体の支援

に頼っている地域も見られる． 

 

  

図-2 NGOと仮設住宅の支援-被支援ネットワーク関係 

 

  

図-3 NGOと仮設住宅支援-被支援ネットワーク関係と地域分布 

 

 

このネットワーク図を展開した図3を参照すると，石

巻地区では団体の連携が始まり，特に全体に物資支援を

している団体がネットワークのハブになっていることが

わかる．また，牡鹿では単体のNGOが支援しており，

河北では複数のNGOでまんべんなく支援を行っている
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ことがわかる．この時点では自治会間の連携や協働はま

だ把握されておらず，反映されていない．また，自治体

連合ができる前ですので，情報交換も盛んではなかった．

このネットワーク構造は典型的なcore-peripheral，中心周

辺構造となっている．Bodinらの研究に基づくと，この

集権的な構造化におけるperipheralな自治会は，環境変化

に対するセンサーとなっていて，ローカルな環境仮設住

宅に関する問題や住民の意見をNGOに報告する機能を

持つ．中心部に位置する石巻市のNGOらは，市役所や

外部団体からの情報を受け取れる立場にあり，意思決定

をしているが，ここに自治会の参加がみられない状況が

続いていたと言える．自治会連合の設立によって，自治

会の意思決定が，市全体の方針に影響すると考えられ，

今後の研究課題である． 

 

(3) 活動方針の形成 

NGO連絡会の議事録から，支援方針や中心的な課題，

取り組みについての変遷を整理する．2011年8月に開始

された仮設サロン支援連絡会での主題と方針の変遷につ

いては以下のとおりである（表2）．まず仮設住宅支援

の枠組みが共有され，社会福祉協議会などとの協調が確

認された．また，現在支援地域の仮設住宅団地が抱えて

いる問題を共有し，住民の声を集め始めた．その後，コ

ミュニティ形成についての各団体の活動事例報告が行わ

れるようになった．ここで，状況の異なる様々な地域の

問題や取組の多様性が共有された．その後住民とNGO

の自治会に対する認識の差などが報告され，自治会設立

を目標としてコミュニティ形成活動を行なう方針を共有

した．同時に，被災者の自立とNGOの支援の継続の問

題も共有され，地元経済の復興や物流の回復についての

意見をまとめ，仮設住宅での物資の無償提供を停止する

ことになった．また，仮設住宅の支援の全体像が可視化

され，支援の偏りが認識されて解決のための活動を行な

うようになった．それぞれのNGOが持っている情報は，

2012年3月に作成された仮設カルテに記入され共有され

ていった．支援の不足などを，他地域の団体も確認でき

るようになった．さらに，仮設住宅での自治会の設置が

進んだため，NGOは自治会運営のサポートに力点を置

いていった．最近では，支援のガイドラインを作り，状

況に応じた活動の公平なありかたや，モラルについて歩

調を合わせていく動きがある．これらの指針の形成に当

たっては，NGOらが関わっている団地の状況，問題へ

の対応，情報のやり取りを踏まえて意思決定をしており，

ローカルなかかわりが全体に波及して，市としての制度

を形成する仕組みがあると考えられる． 

 

  

表-2 仮設サロン支援連絡会：議題・方針の移り変わり 
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(4) 自立を巡る制度形成と社会関係 

自立を巡る問題に対する対処としては以下のものが挙

げられる．まず物資無償提供の取りやめ（2011年11月協

議会決定）は，避難所・仮設住宅を支援しているNGO

から，被災者の自立促進・地元経済復興のために，無償

提供に疑問が呈され実現された．また，自治会形成につ

いて，石巻市では遅延でしており，阪神大震災での孤独

死問題・自治会未結成率の高さを認識し，コミュニティ

の意思決定仕組みづくりの問題意識が芽生え，農村・沿

岸集落（浜・浦）での寄合の慣習に基づく意思決定・連

絡の円滑化に対し，市街地での情報伝達の円滑化，会則

決定・会費徴収のコストからの設立先延ばしの問題への

取り組みが進んだ．また，地元組織への権限移譲・コミ

ュニティ活動の自主的な運営の促進については，外部の

NGO組織から，活動の主体を住民や地元の社会福祉法

人などに移行する動きがあり，こーぷの福祉施設などが，

近隣の仮設住宅を対象に活動したり，カフェを無料でな

く料金徴収制とし，住民管理にするモデルも見られたが，

ストレスや内部の人間関係から困難，被災者同士のケア

による被災者間での格差の課題，失敗した避難所もあり，

導入にためらいも見られた．しかし，権限を住民に委譲

して，自治会設立を達成した事例が増えるにつれ，知見

が共有されて，市全体としての自治会設立が促進されて

いった． 

 

(5) 自治会設立と自治会連合結成～万石浦の事例 

万石浦仮設住宅団地（2011年6月入居：137世帯）は，

市街地にありながらNGOのカーシェアリングを活用し

て自治会を設立し，その後の自治会連合設立に貢献した．

以下，桃生出身の自治会長のインタビューを基に整理す

る．2011年6月の入居直後は「互いに知らないまま」で

あった状態から，7月に財団法人日本カーシェアリング

協会（複数の仮設住宅団地にカーシェアリングを導入，

運営組織化を支援）によってカーシェアが導入された．

その運営のための加入者の組織化と，広報活動による住

民との関わりが深まり，8月にはお茶会の開催と清掃活

動が開始される．自治会の運営に関する世話人会が発足

したのちに，石巻市からの自治会設立の依頼を受け，カ

ーシェアリング運営グループを中心役員として，NGO

の支援を受けながら会則の決定を行ない，自治会を設置

した．また，近隣3自治会による阪神大震災の自治会長

の勉強会の開催と同時に，自治会連合設立の必要性が認

識され，12月に自治会連合が設置される．自治会の設立

状況については，市からのformal/verticalなサポートだけ

では不十分で，石巻市・地区の状況や，団地の規模・住

民の社会関係など結合型社会関係資本に影響される一方，

個々のNGOとの関わりという橋渡し型SCに影響され，

その後の制度を形成・普及させている．こうして，万石

浦の自治会設立の活動は市全体に波及するとともに，

NGOとの活動調整を促進させていった．  

 

表-3 万石浦仮設住宅団地の自治会設立プロセス 

 

 

 

4. 協働関係の影響 

2011年の救援期においては，地域に張り付いている

NPOに対する人員提供の形で協働関係が成立しており，

NPOの特性が生かされる活動は展開されなかった．大き

なNPOが資源交換のハブを担い，意思決定の中心にあり，

ネットワーク構造は中心-周辺的な構成となっている．

しかし，2012年に入ると自治会連合も形成され，多様性

に対応した支援を実現するため，知識ベースでの協働が

開始された．資源の提供という見える形での協力でない

ため，団体間での信頼関係が重要であるが，協議会を通

して活動の報告を継続していたこと，それに加えて，知

見の交換や個人的な感情や不満を伝え合う関係性が培わ

れていたことが，信頼関係の向上につながっていた． 

こうした創発的な関係は，地域ごとの支援会議や，分

野ごとの分科会と言った，行政やトップダウンで管理し

やすい体制だけではなく，非公式に結合されていったと

考えられる．支援活動内容など情報交換や協議について

のフラットで公式な関係性と，支援の取り組みに対する

懐疑的な意見を共有する関係性は異なっている．しかし，

すべての情報交換が公式に行われないことで，それぞれ

の団体の活動の独自性や態度が保存される状態となって

いる．ネットワークの多重性が一方では公式の方針への

コミットメントを可能にしながら，もう一方で活動の多

様性を地域に応用しながら継続していくことで，適応的

な支援の発展が行われている．また，関係性が固定化し

たり，公式な関係のほかに支援団体との連携が取れない

自治会などでは．自治会設立が行き詰まったり，団体と

しては活動の転換が難しくなる例も見られる．地域での

支援経験の蓄積だけでは，災害復興のような資源依存か

ら知識依存へと移行する環境には対処できないため，多
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重なネットワークを通して，従来活用されなかった冗長

的なネットワークを利用した活動に転換する環境を整え

ていることが重要であった． 

  

 

5. 結論 

本研究によって，甚大・広範な被害を受け，多数の避

難者が仮設住宅団地で避難生活をしている石巻市におい

ては，支援活動を行なうNGOによる局所的なかかわり

を通した情報収集に基づく，市全体の支援方針の決定と

いう制度形成が行われていることが明らかになった． 

今後は，ローカルな仮設団地での問題解決の事例との連

関と，問題解決を通した方針の強化，およびNGO間や

仮設団地間での情報の共有と方針の普及について調査・

研究し，定性的な分析から制度形成のモデルを構築して

分析することが必要である． 
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